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2007年善光会に入職し、2017年より

現職。2023年に善光総合研究所を立

ち上げ、代表取締役社長就任。介護現

場視点の介護システムやデジタル人材

育成プログラムの開発等を進めるほ

か、業界団体の役員、国・地方自治体
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議医療・介護・感染症対策WGなどの

政府会議に有識者としても参画。

兵庫県職員、近年は保健福祉分野に従

事、2021年７月から現職。今年、

ひょうご介護テクノロジー導入・生産

性向上支援センターを開設し、介護事

業者の生産性向上の取組を支援。現

在、厚生労働省の介護現場の生産性向

上に関する普及・定着促進事業の検討

委員会委員を務める。

社会福祉法人宣長康久会ささづ苑施設
長。施設のICT化として移乗支援ロ
ボットやインカム、音声入力による記
録、シフト作成ソフトの活用などを実
施。「令和５年度介護職員の働きやす
い職場環境づくり」の内閣総理大臣表
彰を受賞。
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公益社団法人全国老人福祉施設協議会
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株式会社善光総合研究所 代表取締役社長

1971年、熊本県生まれ。1993年に無
資格で介護業界に入り、様々な業務を
経験。介護福祉士取得後、現場のリー
ダーや中間管理職等を経て現職は社会
福祉法人立志福祉会特別養護老人ホー
ム輝祥苑総合施設長。2020年より
（公社）日本介護福祉士会副会長。主
に外国人介護人材に関する国の検討会
等の委員を複数務める。

ヘルスケアポリシーとヘルスケアマネジメントを専門とする。近年は、介
護分野における価値の向上（生産性向上）をテーマに、ICT等の活用をは
じめ介護分野における業務改善の実践的な取り組み方法や人材育成のあり
方を研究。介護保険事業計画に関する分析やリエイブルメントの政策効果
の評価など、実践的な視点から地域包括ケアの政策研究に従事。日本生活
支援工学会理事など歴任。MBA、理学療法士。
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  デジタル行財政改革の目的

  参加者

現場の声を政策に反映し、利用者起点の介
護サービスを実現していきます。

介護分野での、デジタル技術の導入と制度
の見直しによって、介護職員の負担軽減

と、利用者への質の高いサービスの提供を
推進します。

人口減少・高齢化に伴い、介護職員が不足

する状況にあっても、デジタル技術を活用

することで、介護サービスを持続的に提供
します。

 「いかに効率的な経営をするか」という
視点が不十分

 総収入のなかで人件費は60-70％。人件費
比率抑制の視点が弱い

 デジタルの力で生産性向上し、余力を介
護サービス質向上にあてる必要。

 介護業界は介護報酬体系に基づく公定価
格によって収入が決まる

 令和四年の全国老施協の報告によると、
62％の施設が赤字を計上。

 経営が厳しく、デジタル投資は後回しに
 ロボット・ICT投資の助成・補助金のさら

なる充実が必要。

 ロボット・ICTの導入が進んでいる施設

にインセンティブがはたらくような介護

報酬が必要。

 生産性向上は、人材不足の中で人材確保
につながる

 ICT、ロボットは導入してすぐに生産性
向上につながるわけではなく、使い続け
ることで徐々に効果があがる。

 業務を単純にロボットやICTで置き換え
るだけでなく、その業務のやり方自体を
機器導入に適した形に見直さないと、デ
ジタル化の効果も上がりにくい。

 働きやすい職場づくりのため、いかに
ICTを活用するかの事業者向けの研修事
業、伴走支援が重要

 忙しい中でICT 活用の体制をつくること
への理解を深める必要。

 介護に熱い思いを持って取り組む方が働
きがいを感じながら仕事できる現場をつ
くる。そういう事業所に人が集まる

 働きやすい事業所が増えることで、事業
所ごとに、さらには業界全体の人材の確
保にも繋がる。

 記録は手書きで行うもの、という文化が
根強かった

 介護ソフト移行に一年以上かかった
 介護ソフトの機能を十分使えているかは

疑問。

 ニーズの多様化や複雑化への対応に追われ
ている。ICT導入まで気が回らない

 何から始めていいのか分からない。

 業務の平準化・仕分け・評価が課題。
「誰かが考えるだろう」という空気感
あり

 業務効率化を自分ごとにできる人がす
くない

 現場の課題について分析・整理ができ
ていないことが多い。

 現状の仕事に手一杯で改善まで考えられ
ない

 これまでのやり方を変えることへの不安
から「介護の現場での生産性向上」に否
定的な職員もいる。

 現場の業務がわからないと、経営者は、

どこから手をつけるべきか、なにに投資
すべきか、効果があるのかわからない。

 働き方改革、賃金アップのためにデジタ
ルを導入するだけでなく、現場変革視点
のアプローチにより定量的に効果を出す
必要がある。

 2040年に介護人材が足下の数字と比較し
て約69万人新たに必要となることが予測さ
れている

 介護分野でもシステム導入・整備、デジタ
ル活用ができる人材の育成、確保が必要。

 介護人材不足というマクロ課題を念頭に

自治体・事業者への伴走支援を進める
 介護の本質的目標のためにデジタル技術

が必要との理解の下、社会全体で生産性

向上を図る必要。
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 多忙な状況下でのICT導入には

否定的な職員もいる

 導入してもうまく活用できず、

効果を感じづらい
 二重三重の記録作業を行う等、

記録にかける業務負担が重い

 経営状況が厳しい事業所が多い
中、デジタル技術への投資コスト
が不足

 導入段階における現場と経営者の

認識共有不足

 業務の平準化・仕分け・評価が
課題

 デジタルによる業務状況やサー

ビス改善状況を測定

 ICT導入が質のいい介護サービス

や業務環境改善につながるとの理

解を促
 職員が使いやすいと感じるICT機
器の導入

 介護ロボット等の導入支
 生産性向上に取り組む介護事業所

を評価する仕組
 経営の協働化・大規模化

 伴走支
 事業所内の中核人材の育成

 DX推進で記録負担を減らす

 働き方改革・賃金アップを目的と

したICT活用の認識を共有

デジタル環境を作る 環境をつかう 効果を測る

介護従事者

介護施設経営者
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